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空気と水の
環境創造企業

経 営 理 念

C O N T E N T S

編集方針
　世界情勢が目まぐるしく変化し、近い将来でさえ変
化を予測することが困難な時代です。このような状況
の中で当社の存在意義を正しく認識し、企業活動の実
践と未来への展望を読者の皆様に正しくお伝えする必
要性を改めて感じています。
　今回のレポートは、「当社の強みと特徴」がインプッ
トからアウトプット、そしてアウトカムへとどう創造
されているかを再確認するとともに、より親しみやす
いレポートづくりを編集方針としています。
　今後も当社に関わる多くのステークホルダーの皆様
からのご感想、ご意見を基に、内容の充実を図り、さ
らなるコミュニケーション向上に努力してまいります。

参考にしたガイドライン
■GRIサステナビリティ・レポーティング・スタンダード
■ ISO26000：2010社会的責任に関する手引き　
■価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス2.0　

報告対象期間
　本レポートの報告期間は当社会計年度を基準とし、
2025年度（2025年4月1日～2026年3月31日）を期間と
していますが、一部の活動において前後期間を含みます。

発行日　　2026年7月　　　次回発行予定　　2027年7月

我々は設備の建設を通じて、

「新しき社会の環境づくり」をめざし、

産業の能率と豊かな生活の増進に貢献することに

誇りと自信を持ってすべてに全力を尽くそう。

技術の練磨と弛まざる努力に依り、

信用を培い健全なる経営を進めて、

相互の繁栄と社会への奉仕に努めよう。
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三建設備工業について

三建設備工業の軌跡

社長メッセージ

価値創造プロセス

SANKEN Challenge 2030

特集 三建チャレンジストーリー
働き方改革から働きがい改革へ

研究開発

DXへの取組み

施工実績

環境 

社会 

ガバナンス

Corporate Data 

第三者意見

お問い合わせ

三建設備工業は、空調・衛生・電気・建築を通じて、

人々に快適で安全な空間を提供しています。

そして、地球環境のためにエネルギーを無駄なく使う技術を追求。

ZEBの実現に向けて挑戦を続けています。

空気と水の環境創造企業として、

お客様とともに、脱炭素社会の実現を目指しています。
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三建設備工業の軌跡
　三建設備工業の始まりは、1946年（昭和21年）3月。社員17名でスタートした事業は、昭和20年代には全国に営業を拡大し、

多くの経験と実績を積み上げてきました。また、地球温暖化対策のひとつとして、いち早くZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビ

ル）の技術開発に取組み、2014年には業界に先駆けて当社施設のつくばみらい技術センターで全館のZEB化を達成いたしました。

その後も北海道支店、さいたま技術センターのZEB実現や海外へのZEB普及活動を行うなど、「環境創造企業」として、時代が

求める社会の環境づくりに貢献しています。

2010 2020

1960

1980

1970

1962（昭和37年）

1976（昭和51年）

1981（昭和56年）

1961（昭和36年）

●　 大阪支店社屋完成

●　 取締役社長に寺本明男が就任

●　 創業50周年

●　 創業60周年

●　 取締役社長に松井栄一が就任1952（昭和27年）

●　 大阪出張所開設（現 大阪支店） 

2010（平成22年）

●　 つくばみらい技術センターを 
ZEB化を目指し改修

2013（平成25年）
●　 本社・東京支店（現 東京支社）を 
東京都中央区新川に移転
●　 ASEAN市場開拓を目指しタイに進出

2014（平成26年）
●　 つくばみらい技術センターZEB化 
達成

2017（平成29年）

●　 ZEBプランナーに登録

2018（平成30年）
●　  北海道支店・北海道三建サービス
工事（現 北海道三建エンジニアリング）
の新社屋「札幌三建ビル」完成。
BELS（ZEB Ready）認証を取得 6

2016（平成28年）
●　 創業70周年
●　 タイ駐在員事務所開設
●　 ジャカルタ駐在員事務所開設

●　 ミャンマー現地法人設立

2021（令和3年）

●　  ミャンマー現地法人閉鎖

2023（令和5年）

●　  初めて健康経営優良法人 
（大規模法人部門）に認定

●　  さいたま技術センターで 
CASBEE-ウェルネスオフィス 
「Sランク」を取得
●　  DX認定事業者に認定

●　  札幌三建ビルでNearly ZEBを達成 
（2021年度実績）
●　  さいたま技術センターで 

 BELS（ZEB Ready）認証を取得

2022（令和4年）

●　  米国現地法人設立
●　  さいたま技術センター完成 7

●　 本社新社屋完成 
（東京都中央区日本橋蛎殻町）

●　 埼玉出張所開設 
（現 北関東支店）

●　 取締役社長に三舟誠一が就任

●　 千葉出張所開設 
（現 東関東支店）

●　 広島出張所開設（現 中国支店）

●　 横浜出張所開設（現 横浜事業所） 

●　 福岡出張所開設（現 九州支店）

●　 本社を東京都中央区 
日本橋箱崎町に移転 

●　 仙台出張所開設（現 東北支店）

 ●　 三建設備工業株式会社に改組 
（資本金100万円）
●　 札幌出張所開設 
（現 北海道支店）

 ●　 名古屋出張所開設 
（現 名古屋支店）

1

1946（昭和21年）

●　 初代社長松井實が社員17名と 
日本橋兜町に三建工業合資会社 
を創業 1

2

4

●　 つくば総合研究所完成 
（現 つくばみらい技術センター）5

4

●　 創立15周年記念式典 
（東京・椿山荘）3

3

7

会社の歴史はこちらからご覧ください

2026（令和7年）

●　  本社を東京都中央区日本橋箱崎町
に移転

●　  創業80周年
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代表取締役社長

松井 栄一

　現在の世界情勢に目を向けますと、米国の関税政策に代表

される保護主義の台頭や、長期化するウクライナ情勢に加え、

中東地域における地政学リスクの極度な高まりや主要な海上

交通路の寸断に対する懸念など、深刻な事態が発生しています。

こうした地政学リスクの高まりによりサプライチェーンのブロッ

ク化や再編が加速するとともに、円安の進行なども加わり、エ

ネルギーや原材料価格の高騰を招いて私たちの事業環境にも

多大な影響を及ぼしています。また、昨年ブラジルで開催さ

れたCOP30においては、先進国と途上国、化石燃料消費国

と産油国との間で意見の対立が表面化し、脱炭素に向けた国

際的な協調の歩みが鈍化している厳しい現実が浮き彫りとな

りました。一方で、生成AIをはじめとするデジタル技術の進

化は、産業革命にも例えられるほどのスピードで社会構造を

変革しようとしています。AI関連市場の急激な過熱感を伴い

つつ、変化の激しく予測困難な時代を迎えています。 大きく揺

れ動く事業環境の中では、他産業にも見られる「マルチパスウェ

イ（多様な選択肢）」のような考え方を参考にしつつ、当社な

らではの素早い機動力を活かした方向転換により、リスクを

最小限に抑えながら進むべき道を見極めていく必要があります。

　このような激動の外部環境の中、国内の建設市場において

は、人手不足に起因する施工能力の不足や資機材価格の高騰

を背景に受注価格の上昇が見られ、大手企業を中心に表面的

には活況を呈しているように見えます。しかし、インフレによ

る物価上昇や円安の進行は、日本人の実質可処分所得を圧迫

しています。かつては低下傾向にあったエンゲル係数が40年

ぶりの高水準に達するなど、生活水準の維持が社会的な課題

となっており、景気悪化とインフレが同時に起きるスタグフレー

ションへの懸念も拭えません。このような時代において、企業

が社員の生活を守り、持続的な賃上げを行うためには、企業

自らが稼ぐ力、すなわち生産性を劇的に向上させなければな

りません。

　現在の建設業界の活況は、旺盛な需要と供給制約の要因に

よる部分が大きく、決して業界自体の生産性向上の結果であ

ると言い切れるものではありません。少しでも需給バランスが

崩れれば、再び厳しい価格競争に巻き込まれる脆さを孕んで

います。他産業の事例を見ても、過去の成功体験や従来のコ

スト構造に甘んじていると、AIなどを有効活用した新興企業

の革新的なアプローチに瞬く間に遅れをとってしまうという教

訓があります。保護主義的な業界構造や価格補填が当たり前

になってしまうと、事業活動そのものが劣化してしまいます。

この状況に甘んじることなく、自らの生産性を高め、コスト競

争力と提案力を鍛え上げることが、真に強い企業となるため

の絶対条件であると私は考えております。 そのため、当社は従

来の「サブコン」という立ち位置から脱却し、元請けとしての

民間工事や、設計・施工で参画する民間改修工事の受注比率

をともに50％に引き上げることを目標としています。プロジェ

クト全体を計画から施工、メンテナンスまでトータルでマネジ

メントする「設備ゼネコン」へと進化してまいります。

　私たちが日々向き合っているのは、社会の「あたりまえ」を

支える仕事です。本格的な建築設備は、太平洋戦争後の80

年の間に我が国の発展とともに進化してきました。当社は創

業以来、どの資本グループにも属さない独立系の会社として、

しがらみのない自由な発想と技術力を武器に、この歴史とと

もに歩んでまいりました。私たちが提供する水や空調といった

設備は、建物の中に隠れ、普段は人々の目に見えることはあ

りません。しかし、その見えない部分にこそ、熱意を持った『プ

ロ集団』の技術と誇りが詰まっており、社会の「快適」とい

うあたりまえの日常を力強く支えているのです。 さらに、建物

のライフサイクルにおける温室効果ガス排出量のうち、運用段

階の排出量（スコープ3）が7割以上を占め、空調衛生設備

がその約9割を占めるという現実があります。建築設備が脱炭

素社会の実現に果たすべき役割は極めて大きく、これからの

建設業界は、2025年の全建築物の省エネ基準適合義務化や、

2030年のZEB水準の適合義務化、さらにエンボディドカーボ

ン（建設時のGHG排出量）の削減など、社会からの要請が

さらに高まっていきます。こうした変化に対応するためには、

単なる施工能力だけでなく、高い技術力やDXの強化、そして

柔軟な対応力と専門性が不可欠です。私たちは過去の成功体

験にとらわれることなく、創業100周年を目指し、「あたりまえ

を、超えてゆく」という強い決意を持って、次世代の環境づく

りに挑戦し続けます。

　深刻化する人手不足に対する根本的な解決策として、当社は

「建設業の製造業化」を強力に推し進めます。BIMを最大限

に活用し、設計や施工の各プロセスを同時並行で進めるコン

カレントエンジニアリング（CE）とフロントローディングを定

着させます。福岡のS-LABO九州をはじめとする物流・オフ

サイト化拠点の全国的な拡充や、ベトナムのグループ会社で

あるSANKEN SCUBE社の能力向上を最大限に活用し、工

場加工やプレハブ化を推進します。これにより、施工現場で

の作業を劇的に軽減し、現場を「施工」から「生産管理」の

場へと変革してまいります。 また、これまでの業務を根本から

見直し、無駄な業務をやめる勇気を持つことも重要です。見

積書の数量拾い作業などを自動化・外注化し、当社の技術者

は顧客のニーズの掘り起こしや提案といった上流工程に特化

します。

　この「建設業の製造業化」を支える基盤がデジタルトラン

スフォーメーション（DX）です。DXの真の目的は、単なるIT

ツールの導入による業務効率化ではなく、付加価値を高め「稼

ぎ方」を変革することにあります。現在、DX推進本部と技術

統括本部が強力なリーダーシップを発揮し、図面、予算、調達、

工程、安全、品質といったあらゆるプロジェクトデータを統合

プラットフォームで運用するSANKEN Construction System 

（SCS）の構築を進めています。さらに、現実世界の物理

データをサイバー空間で再現する「デジタルツイン」の技術

とBIMを組み合わせることで、「効率的に高品質なものをつくる」

ための包括的な設計・生産を進めてまいります。これは、建

設産業全体を支える「基盤システム（オペレーティングシステ

ム）」を提供し、新たな次元で「建築生産のプラットフォーマー」

になるという、当社の次世代に向けた大きな挑戦でもあります。 

「すべての企業は IT企業である」と言われるように、もはや

DXなしに企業の存続はあり得ません。当社はいま、「AIネイティ

ブな企業」へと変身を遂げつつあります。全社員が ITパスポー

ト試験に挑戦するなど「DXリテラシー」を身につけ、AIに使

われるのではなく、AIを駆使してデジタルを使いこなす人財と

激動の外部環境

社長メッセージ

創業80周年の節目に寄せて
――激動の時代に、
「あたりまえを、超えてゆく」企業へ

真の生産性向上と
「設備ゼネコン」への進化

「あたりまえを、超えてゆく」
――見えないところで社会を支える誇り

「建設業の製造業化」と
DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進
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なることを目指します。 また、本年度より情報ネットワークの

維持管理強化を目的として、情報企画部を「情報システム部」

に改称しました。サイバー攻撃の高度化や生成AIの普及によ

り情報セキュリティの重要性がかつてなく高まる中、明確な「守

りのルール」が「攻めのビジネス」を支える基盤となります。

米国防総省が定めるCMMC2.0（サイバーセキュリティ成熟

度モデル認定）の認証取得も見据え、サプライチェーン全体

での強固な情報ガバナンスを構築し、企業グループとしての

信用を確固たるものにしてまいります。

　地球温暖化問題は、待ったなしの気候危機の状況にありま

す。COP30での意見集約の混乱を見ても、パリ協定が掲げる

「産業革命前からの平均気温上昇を1.5度以内に抑える」と

いう目標の達成は、極めて困難な情勢となっています。私た

ちは、地球の平均気温が2～3度上昇する厳しい現実を直視し、

気候変動を緩和する努力を続けると同時に、気温上昇や激甚

災害から都市や建物をどう守るかという「適応策」の実践を

急がなければなりません。 気候の熱帯化・亜熱帯化や、頻発

する激甚災害に耐えうるレジリエンスを備えた建築設備を社

会に提示し、建設していくことは、空気と水の環境創造企業

である当社の果たすべき使命です。

　当社は、SBT（Science Based Targets）認定取得に向け

たコミットメントレターを、認定機関であるSBTi（SBTイニ

シアチブ）へ提出し、サプライチェーン全体での温室効果ガス

（GHG）排出量削減に取り組んでいます。本年度からは日本

政府によるGX-ETS（排出量取引制度）も本格稼働し、企業

のGX（グリーントランスフォーメーション）対応が一層求め

られます。当社はこれに対応すべく、自社開発のBIM連携積

算システム「SGES」を活用し、計画物件のライフサイクル全

体のGHG排出量を算出し、お客様に削減提案を行う活動を

本格化させています。また、環境にやさしい除湿給気ユニット

「エコサラ」をはじめとする独自の省エネ技術の導入を推進

しています。

　さらに、グローバルな視点での貢献も重要です。当社は、

インドネシアのパートナー企業本社への最新の放射空調ショー

ルームの開設や、タイの国立開発行政研究院（NIDA）、シン

ガポールの研究機関などとの協働を通じ、東南アジア地域に

おけるZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の推進に力

を入れています。日本の卓越した環境技術をもって、気候変

動の最前線にある地域での脱炭素化にも力強く貢献してまい

ります。また、沖縄など国内における次世代型ZEBの建設計

画なども並行して進め、環境負荷低減と災害対応力を両立さ

せた技術をさらに磨いてまいります。

　技術やシステムがいかに進化しようとも、最終的に現場の

安全・品質・工期・コストを守り抜き、新しい環境を開拓す

るのは「人間」です。「人財の流出は、技術の流出」である

という強い危機感のもと、当社は社員が「辞めない理由」を

戦略的に作っていく必要があります。当社の最大の強みは「人

がいい。だから仕事もいい。」という言葉に集約されます。

　私たちは、人的資本経営の理念のもと、社員が心身ともに

健康で、働きがいと働く幸せを感じられる職場環境の整備に

注力しています。法改正による時間外労働の上限規制に対し

ても、全社を挙げた働き方改革により労働時間の大幅な削減

を達成してまいりました。しかし、私たちの目標は単なる時短

ではありません。高い生産性を実現し、インフレに負けない持

続的な賃上げを達成することです。 これからの時代、在宅勤

務やフレックスタイム制などを活用して一人ひとりのパフォー

マンスを最大化し、社員の自律的な成長を肯定する風土を構

築します。本年度より、経営企画、人材開発、採用、広報、

教育を統合した「経営戦略室」を新設いたしました。事業計

画と人材計画を一体的に立案・推進し、当社のコーポレート

ブランディングにも積極的に取り組むことで、人材競争力をさ

らに高めてまいります。

　また、組織が拡大する中で、コミュニケーションのあり方も

見直さなければなりません。人間が本能的に安定した関係を

築けるのは150人程度とされています。大きな組織においては、

本能に頼るのではなく、情報や指示を適切に伝え、現場の本

音を吸い上げる仕組みを意図的に構築する必要があります。

さらに、製造業の生産ラインで異常を知らせる「アンドン」の

ように、業務プロセスの不具合を誰もが迅速に報告し、後工

程への流出を防ぐ仕組みを定着させなければなりません。風

通しの良い組織風土を作り上げることが、真の生産性向上に

繋がります。 健康面におきましては、経済産業省の「健康経

営優良法人（大規模法人部門）」に連続して認定されており、

労働安全衛生マネジメントシステム「ISO45001」の運用を通

じて、メンタルヘルス対策を含めた「疾病予防と、災害ゼロ

の職場づくり」を強力に推進しています。

　ステークホルダーの皆様との信頼関係を築き、社会からの

信頼を得るためには、コーポレートガバナンスの強化とコンプ

ライアンスの徹底が不可欠です。利益を追求するあまり、安

全や品質を蔑ろにしてお客様や社会を欺くような事態は、い

かなる理由があっても許されません。協力会社との癒着や不

正行為が起きにくい透明な社内の仕組みをつくり、適正な運

用を徹底することが不可欠です。

　近年、「担い手三法（改正建設業法、入契法、品確法）」

が完全施行され、著しく低い労務費等による見積りの禁止や、

原価割れ契約の禁止が罰則付きで定められました。また、改

正下請法（中小受託取引適正化法）の施行により、建設工事

以外のサービスや物品の製造委託に対しても適正な取引が厳

格に求められています。当社はこれらの法令を遵守し、適正

な労務費の行き渡りと、透明な契約・発注業務を推進してま

いります。 同時に、グループ会社や協力会社の皆様が不利益

を被ることなく安心して通報できる「三建 協力会社ホットライ

ン」の運用を行っています。ハラスメントや不正行為を絶対に

許さないフェアな組織風土を醸成し、サプライチェーン全体で

の共存共栄を図ってまいります。

　創業80周年の節目にあたる本年1月に、本社を移転・拡

張し、本部機能の「受注力」「ものつくり力」「会社のかじと

り力」を大幅に強化し、さらなる飛躍に向けた体制を整える

ことができました。これもひとえに、長年にわたり当社の歩

みを支えてくださったすべてのステークホルダーの皆様の温

かいご支援の賜物であり、心より感謝申し上げます。

　企業の戦略には、日々の現場の試行錯誤から徐々に形作

られる「創発的戦略」と、経営トップが未来を見据えて方

向付ける「意図された戦略」があります。足元の変化に機

敏に対応するボトムアップの力と、2046年の「創業100周年」

という遥かなる高みから現在なすべきことを逆算する「バッ

クキャスティング」の思考を融合させ、長期的な競争力を高

めていく所存です。

　常に時代と真正面から向き合い、自らの都合や過去の成

功体験にとらわれることなく、革新を続けること。それこそが、

企業が永続し、社会から必要とされ続けるための道であると

確信しております。 皆様とともに、三建ツリーをさらに太く、

豊かなものへと成長させ、「新しき社会の環境づくり」に全

力を尽くしてまいります。

　今後とも変わらぬご支援とご指導を賜りますよう、心より

お願い申し上げます。

社長メッセージ

創業80周年から100周年へ向けて

気候危機への対応と
グローバルな「新しき社会の環境づくり」

「人がいい。だから仕事もいい。」
――自律的な成長と「働く幸せ」の実現

コーポレートガバナンスの強化と
透明で公正な事業活動
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